
第５３期　決算公告 東京都豊島区東池袋三丁目１番３号

平成29年6月19日 株式会社日立プラントコンストラクション

取締役社長　赤 穂　敏 之

　　　　　　（単位：百万円、百万円未満切捨て表示）

55,254 流  動  負  債 45,320

現 金 預 金 213 電 子 記 録 債 務 4,693

受 取 手 形 228 工 事 未 払 金 8,638

電 子 記 録 債 権 1,273 未 払 金 936

完成工事未収入金 16,678 未 払 費 用 836

商 品 82 未 払 法 人 税 等 281

未 成 工 事 支 出 金 28,124 未 成 工 事 受 入 金 21,425

材 料 貯 蔵 品 0 未 払 消 費 税 等 6,085

前 払 費 用 111 前 受 収 益 19

繰 延 税 金 資 産 847 賞 与 引 当 金 1,267

未 収 入 金 408 完成工事補償引当金 23

預 け 金 944 受 注 損 失 引 当 金 994

関 係 会 社 預 け 金 6,270 そ の 他 117

そ の 他 69 固  定  負  債 1,442

固  定  資  産 2,976 退 職 給 付 引 当 金 1,298

有 形 固 定 資 産 1,795 そ の 他 143

建 物 ・ 構 築 物 918 46,762

機 械 ・ 運 搬 具 189

工 具 器 具 ・ 備 品 87 株  主  資  本 11,438

土 地 571 資     本     金 3,000

リ ー ス 資 産 8 資 本 剰 余 金 3,220

建 設 仮 勘 定 19 そ の 他 資 本 剰 余 金 3,220

無 形 固 定 資 産 68 利 益 剰 余 金 5,218

ソ フ ト ウ エ ア 57 利 益 準 備 金 456

施 設 利 用 権 6 そ の 他 利 益 剰 余 金 4,761

ソフトウエア仮 勘定 3 任 意 積 立 金 1,758

投資その他の資産 1,112 繰 越利 益剰 余金 3,003

投 資 有 価 証 券 185 評価 ・ 換算差額等 29

関 係 会 社 株 式 1 その他有価証券評価差額金 29

差 入 敷 金 保 証 金 407 11,468

繰 延 税 金 資 産 472

そ の 他 46

貸 倒 引 当 金 △ 0

58,230 58,230

貸  借  対  照  表 
　　（ 平成29年3月31日現在 ）  

 純　資　産　の  部

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

 資  産  の  部  負  債  の  部

流  動  資  産

負 債 合 計
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　　　　　（単位：百万円、百万円未満切捨て表示）

完 成 工 事 高 58,866

完 成 工 事 原 価 53,064

完 成 工 事 総 利 益 5,802

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,276

営 業 利 益 1,525

営 業 外 収 益

9

  　　 固 定 資 産 売 却 益 4

32 46

営 業 外 費 用

0

77

188 266

経 常 利 益 1,305

特 別 利 益 - -

特 別 損 失 - -

税 引 前 当 期 純 利 益 1,305

法人税、住民税及び事業税 863

法 人 税 等 調 整 額 △ 324 538

当 期 純 利 益 767

損　益　計　算　書
（自平成２８年４月１日　至平成２９年３月３１日）

科　　　　　　目 金　　　　　額

そ   の   他 

そ   の   他 

受取利息及び配当金 

固 定 資 産 除 却 損 

支 払 利 息 

割 増 退 職 金 

受 取 補 償 金 
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【個別注記表】

　１.重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１-１．資産の評価基準及び評価方法

(１) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式・・・・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法により評価

その他有価証券

時価のあるもの・・・・・・・・・ 期末日の市場価格等に基づく時価法により

評価(評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法により評価

(２) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品・・・・・・・・・・・・・・ 個別法に基づく原価法

未成工事支出金・・・・・・・・・ 個別法に基づく原価法

材料貯蔵品・・・・・・・・・・・ 移動平均法に基づく原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

 簿価切下げの方法により算定)

　１-２．固定資産の減価償却の方法

(１) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

(２) 無形固定資産（リース資産を除く）

　自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間に基づく定額法を

採用しております。

(３) リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　１-３．引当金の計上基準

(１) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、下記の方法により計上しております。

　一般債権・・・・・・・・・・・・・・・・貸倒実績率法

　貸倒懸念債権及び破産更生債権等・・・・・財務内容評価法

(２) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上をしております。

(３) 完成工事補償引当金

引渡しを完了した工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、将来の補償見込額を過去の

実績に基づき計上しております。

(４) 受注損失引当金

受注案件の損失に備えるため、手持案件のうち損失の発生の可能性が高くかつ、その金

額を合理的に見積もることができる案件について、当該見積額を計上しております。

(５) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。

　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額の期間帰属方法は、給付算定式基準を

採用しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間(12年～19年)による定額法

により費用処理しております。数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平

均残存勤務期間(10年～20年)による定額法により、発生の翌期から費用処理しておりま

す。
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(６) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払いに備えるため､内規に基づく当期末時点の要支給額を計上して

おります。

(追加情報)

平成29年3月27日開催の臨時株主総会において、平成29年3月31日をもって役員に対する

役員退任慰労金制度を廃止し、同日までの在任期間に対応する退職慰労金の打ち切り支

給を決議いたしました。また、在任期間に対応する退職慰労金を各役員の退任時に支払

うことが決議されました。これにより、当期において、当社の役員退職慰労引当金を全

額取崩し、打ち切り支給額の未払分を長期未払金に計上しております。

なお、当期末において、長期未払金は固定負債の「その他」として表示しております。

  １-４．収益及び費用の計上基準

(１) 工事契約に係る収益の計上基準

当期末までの進捗部分についての成果の確実性が認められる工事契約については工事進

行基準を適用し、その他の工事契約については工事完成基準を適用しております。

なお、工事進行基準を適用する工事の当期末における進捗度の見積りは、原価比例法に

よっております。

  １-５．その他の注記

(１) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(２) 連結納税制度の適用

(株)日立製作所を連結納税親法人とする連結納税子法人として連結納税制度を適用して

おります。

　２．貸借対照表に関する注記

(１) 資産に係る減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 ３,６０８百万円

(２) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 ４,９０２百万円

短期金銭債務 １,０８４百万円

　３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

　売上高 １４,６５１百万円

　仕入高   ２,６３０百万円

営業取引以外の取引による取引高 　       １百万円

　４．株主資本等変動計算書に関する注記

(１) 当期末日における発行済株式の数

　　　発行済株式総数 １２０,００１株

(２) 剰余金の配当に関する事項

配当金支払額

基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

平成28年6月20日

決　議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

　定時株主総会 普通株式 1,252百万円 10,439円91銭 平成28年3月31日 平成28年6月21日

配当の原資

平成29年6月19日 利益剰余金

決　議　予　定 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

　定時株主総会 普通株式 537百万円 4,475円37銭 平成29年3月31日 平成29年6月20日
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　５．税効果会計に関する注記

(１) 繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金であります。

貸借対照表に計上している繰延税金資産は、評価性引当額を控除しております。

　６．金融商品に関する注記

(１) 金融商品の状況に関する事項

当社は資金運用及び調達については、日立グループ・プーリング制度を利用する方針と

しており、期末の預金は小口の支払いに備えるためのものであり、短期的な預金等で運

用しております。

完成工事未収入金に係る顧客の信用リスクは、契約事務基準に従ってリスク低減を図っ

ております。工事未払金はそのほとんどが、１年以内の支払期日であります。

(２) 金融商品の時価等に関する事項

平成29年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表

には含まれておりません。

(注１)　金融商品の時価の算定方法に関する事項

(１)現金預金、受取手形・電子記録債権・完成工事未収入金、未収入金、関係会社預け金

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該

　　帳簿価額によっております。

(２)投資有価証券

　　時価について、株式は取引所の価格によっております。

(３)電子記録債務・工事未払金、未払金

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該

　　帳簿価額によっております。

(注２)　非上場株式(貸借対照表計上額 ８９百万円)は、市場価格がなく、かつ将来

　　　　キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困

　　　　難と認められるため、｢(５)投資有価証券｣には含めておりません。

(単位：百万円、百万円未満切捨て表示)

貸借対照表計上額 ※ 時価 ※ 差額

(１)現金預金 213 213 -

(２)受取手形・電子記録債権・完成工事未収入金 18,179 18,179 -

(３)未収入金 408 408 -

(４)関係会社預け金 6,270 6,270 -

(５)投資有価証券 97 97 -

資産　計 25,167 25,167 -

(６)電子記録債務・工事未払金 (13,331) (13,331) -

(７)未払金 (936) (936) -

負債　計 (14,267) (14,267) -
※ 負債に計上されているものについては、(　)で示しております。
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　７．関連当事者との取引に関する注記

(１) 親会社

(２) 兄弟会社

　８．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 ９５,５６７円１９銭
１株当たり当期純利益 　６,３９３円４２銭

(単位：百万円、百万円未満切捨て表示)

種類 会社等の名称
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関連

取引の内容
取引金額
(注２)

科目
期末残高
(注２)

14,651
 受取手形及び

 完成工事未収入金
4,876

・主要販売先
- 未成工事受入金 335

親会社 ㈱日立製作所 100%
ﾌﾟｰﾘﾝｸﾞ預入 6,270 関係会社預け金 6,270

・役員の兼任
利息の受取(注３) 1

連結法人税の個別
帰属額

- 未払金 550

日立ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ価値使
用料(注１)

608 未払費用 385

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１)　価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

(注２)　取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

(注３)　資金の預入は、当社と(株)日立製作所の間で基本契約を締結しているものであります。資金の融通は日々行わ

　　　　れており、取引金額は、前期末時点との差引き金額を表しております。利息については、市場金利を勘案して

　　　　決定しております。

建設工事の請負
(注１)

(単位：百万円、百万円未満切捨て表示)

種類 会社等の名称
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関連

取引の内容
取引金額
(注２)

科目
期末残高
(注２)

27,184 完成工事未収入金 6,834

- 未成工事受入金 18,596

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１)　価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

(注２)　取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

親会社の子会社 日立GEﾆｭｰｸﾘｱ・ｴﾅｼﾞｰ㈱ なし 主要販売先
建設工事の請負
(注１)
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